




項目 
前連結会計年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物  ３～50年    
  

① 有形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連結会計

年度より取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間に渡り均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。これによる損益に与える影響は

軽微であります。 
  

――――――― 

  ② 無形固定資産 

定額法 

但し、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。 
  

② 無形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  ③     ――――――― ③ リース資産 

 リース資産の償却方法は、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産はリース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用

しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成21年１月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  ④ 長期前払費用 

定額法 

④ 長期前払費用 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 
  

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。 
  

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当連結

会計年度において発生していると認め

られる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（７年）の定額法により、翌連

結会計年度から費用処理することとし

ております。 
  

③ 退職給付引当金 

同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上しており

ます。 
  

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ⑤ 保証工事引当金 

保証工事に係る費用に備えるため、

過去の実績を基礎として見積算出額を

計上しております。 
  

⑤ 保証工事引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 
  

――――――― 

(5）その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

① 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

② 控除対象外消費税等のうち、固定資産

に係るものは投資その他の資産のその

他に計上し、５年間で均等償却を行っ

ており、それ以外は発生連結会計年度

の期間費用としております。 
  

  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 
  

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能でありかつ価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する短期的な投

資からなっております。 
  

同左 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

（保証工事引当金） 

当社グループが販売を行った物件に対し、一定期間無

償にて修理等を行う保証工事費用について、従来は、実

際に修理等を行った時点の販売費及び一般管理費として

処理しておりましたが、当連結会計年度より、過去の実

績を基礎として算出した見積額を販売時点の売上原価に

計上する方法に変更し、保証工事引当金を計上しており

ます。 

当該変更は、品質保証課の発足により修理費用等の分

析を実施し、将来の修理費用等を合理的に見積もる体制

が整備されたことから、費用収益の対応を図り適正な期

間損益を計算するために、実施いたしました。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売

上総利益が51百万円減少、営業損失が53百万円減少、経

常損失が53百万円減少し、過年度分を過年度保証工事引

当金繰入額として特別損失に541百万円計上した結果、

税金等調整前当期純損失は487百万円増加しておりま

す。 

また、この変更によるセグメント情報に与える影響

は、注記事項（セグメント情報）に記載しております。
  

――――――― 

―――――――  （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を当

連結会計年度から適用し、評価基準については、原価法

から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

変更しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結

会計年度の売上総利益、営業利益及び経常利益が863百

万円減少、税金等調整前当期純利益が４百万円減少して

おります。 

また、この変更がセグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 
  

―――――――  （リース取引に関する会計基準の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

また、この変更が当連結会計年度の損益へ与える影響

は軽微であります。 
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【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

――――――― （連結貸借対照表関係） 

「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）」が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「販売用不動

産」「仕掛販売用不動産」「未成工事支出金」「原材料

及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会

計年度の「たな卸資産」に含まれる「販売用不動産」

「仕掛販売用不動産」「未成工事支出金」「原材料及び

貯蔵品」は、それぞれ30,666百万円、19,733百万円、

1,861百万円、39百万円であります。 
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年１月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

  

担保に供している資産     

たな卸資産 40,467百万円

建物 4,278  

土地 10,226  

構築物等（有形固定資産「そ

の他」に含む） 
25
  

投資有価証券 62  

差入敷金保証金（投資その他

の資産「その他」に含む） 
23
  

計 55,084百万円

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

担保に供している資産     

販売用不動産 2,221百万円

仕掛販売用不動産 20,259  

建物 4,316  

土地 10,645  

構築物等（有形固定資産「そ

の他」に含む） 
22  

投資有価証券 316  

計 37,782百万円

上記のほか、担保権の設定が留保されているたな卸資

産（建物）が2,149百万円と、たな卸資産（土地）が

2,694百万円あります。 
  
上記に対応する債務 

  

短期借入金 31,265百万円

１年内返済予定の長期借入金 3,082  

長期借入金 2,151  

前受金（流動負債「その他」

に含む） 
2
  

計 36,501百万円

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が1,152百万円あります。 
  
  

上記に対応する債務  

短期借入金 21,550百万円

１年内返済予定の長期借入金 343  

長期借入金 1,808  

計 23,701百万円

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  
出資金 百万円102 出資金 百万円102

３．借入金に関し、コミットメントライン契約3,000百

万円及び当座貸越契約1,400百万円を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

  

コミットメントライン 3,000百万円

当座貸越 1,400  

借入実行残高 756  

借入未実行残高 3,644百万円

３．借入金に関し、コミットメント契約9,489百万円及

び当座貸越契約2,600百万円を締結しております。こ

れらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

コミットメント 9,489百万円

当座貸越 2,600  

借入実行残高 8,064  

借入未実行残高 4,025百万円

４．偶発債務 

債務保証 

当社顧客の住宅ローン利用者に対し３百万円の債務

保証を行っております。 

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。 
  

４．偶発債務 

債務保証 

当社顧客の住宅ローン利用者に対し２百万円の債務

保証を行っております。 

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。 

 ５．       ――――――― ※５．販売用不動産の保有目的の変更 

販売用不動産を、保有目的の変更により、有形固定

資産（建物361百万円、土地801百万円）に振り替えま

した。 
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前連結会計年度 
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年１月31日） 

※６．財務制限条項 

当社の借入金のうち1,073百万円には財務制限条項

が付されており、その内容は次のとおりであります。
  

(1) 当連結会計年度末において財務制限条項に抵触して
いる借入金は542百万円であり、その内容は以下のと

おりであります。なお、当該状況については「継続企

業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記

載しております。 
  

当座貸越契約（締結日平成20年６月20日、残高542百

万円の契約） 

連結会計年度及び事業年度における連結損益計算書

及び損益計算書において記載される営業損益を1,214
百万円以上に維持すること。 

なお、当該財務制限条項に抵触しておりますが、金

融機関より期限の利益を喪失しない旨の同意を得てお

り、財務制限条項の抵触を理由に期限の利益を喪失す
ることはありません。 
  

 ６．       ――――――― 

(2) 当連結会計年度末において、以下の財務制限条項が

付されている借入金が531百万円あります。これら

は、当連結会計年度末において財務制限条項に抵触し
ておりません。 

  

  

①限度貸付契約(締結日平成20年12月30日、残高320百

万円の契約) 

(i) 当連結会計年度及び当事業年度以降の連結会計
年度末、事業年度末、第２四半期連結会計期間末

及び第２四半期会計期間末につき、連結貸借対照

表及び貸借対照表の純資産の部の金額を平成20年

７月中間会計期間末日における連結貸借対照表及
び貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維

持すること。 

  

  

(ⅱ)平成22年１月の連結会計年度及び事業年度にお

いて連結損益計算書及び損益計算書上の営業損益

につき、損失を計上しないこと。 

  

なお、当該財務制限条項に抵触した場合には、多数
貸付人の請求の通知に基づくエージェントの借入人に

対する通知により、契約上全ての債務について期限の

利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息及び精算金

等を支払うこととなっております。 
  

  

②当座貸越契約(締結日平成20年12月26日、残高211百

万円の契約) 

(i) 当連結会計年度及び当事業年度以降の連結会計

年度末、事業年度末、第２四半期連結会計期間末
及び第２四半期会計期間末につき、連結貸借対照

表及び貸借対照表の純資産の部の金額を平成20年

７月中間会計期間末日における連結貸借対照表及

び貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維
持すること。 

  

  

(ⅱ)平成22年１月の連結会計年度及び事業年度にお
いて連結損益計算書及び損益計算書上の営業損益

につき、損失を計上しないこと。 

  

なお、当該財務制限条項に抵触した場合には、貸付

人の請求に基づく通知により、契約上全ての債務につ

いて期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息
及び精算金等を支払うこととなっております。  
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

 １．      ――――――― ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

863百万円  

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

支払手数料 1,688百万円

広告宣伝費 1,582  

従業員給料及び手当 2,261  

賞与引当金繰入額 20  

退職給付費用 88  

役員退職慰労引当金繰入額 48  

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

  

支払手数料 1,460百万円

広告宣伝費 1,044  

従業員給料及び手当 1,871  

賞与引当金繰入額 19  

退職給付費用 94  

役員退職慰労引当金繰入額 10  

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 44百万円

建物 34  

計 78百万円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 2百万円

建物 1  

計 3百万円

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 40百万円

建物 37  

計 77百万円

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 6百万円

建物 12  

工具、器具及び備品（有形固

定資産「その他」に含む） 
0
  

計 19百万円
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前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しております。 
  

※５．減損損失 

当連結会計年度において、当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しております。 

  

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の

区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、

営業所を基本単位としてグルーピングしております。

当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った

結果、賃貸資産については、使用範囲又は方法につい

ての変化による回収可能価額の低下により、事業用資

産については、地価の下落、経営環境の悪化及び使用

範囲又は方法についての変化により、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

回収可能価額については、正味売却価額により測定

しており、売却見込額等又は不動産鑑定評価基準に基

づく評価額によっております。 

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産 関東 

土地 百万円233

建物 百万円157

計 百万円390

事業用資産 関東 

土地 百万円131

建物 百万円13

その他 百万円0

計 百万円145   

  

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の

区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、

営業所を基本単位としてグルーピングしております。

また、遊休資産については個々の物件単位でグルーピ

ングしております。 

当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った

結果、賃貸資産については、使用範囲又は方法につい

ての変化による回収可能価額の低下により、遊休資産

については、地価の下落及び使用範囲又は方法につい

ての変化により、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

回収可能価額については、正味売却価額により測定

しており、売却見込額又は不動産鑑定評価基準に基づ

く評価額によっております。 

  

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産

東京都
武蔵野市
群馬県 
伊勢崎市

土地 百万円1

建物 百万円0

計 百万円2

遊休資産
東京都
清瀬市 

土地 百万円96

建物 百万円22

計 百万円118

※６．特別退職金 

希望退職者への特別退職金及び再就職支援に係る費

用であります。 

  

 ６．       ――――――― 

※７．過年度従業員給与手当等 

従業員に対する過年度における時間外労働等手当の

支払額等であります。 
  

 ７．       ――――――― 

2010/04/30 9:12:3709621815_有価証券報告書_20100430091157

- 47 -



前連結会計年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加464株は単元未満株式の買取りによる増加、減少164株は単元未満株式の買増し

による減少であります。 

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。   

  

当連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加440株は単元未満株式の買取りによる増加、減少70株は単元未満株式の買増しに

よる減少であります。 

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。  

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  26,937,356  －  －  26,937,356

合計  26,937,356  －  －  26,937,356

自己株式         

普通株式（注）１，２  13,439  464  164  13,739

合計  13,439  464  164  13,739

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年４月25日 

定時株主総会 
普通株式  538  20 平成20年１月31日 平成20年４月28日 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  26,937,356  －  －  26,937,356

合計  26,937,356  －  －  26,937,356

自己株式         

普通株式（注）１，２  13,739  440  70  14,109

合計  13,739  440  70  14,109

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年４月27日 

定時株主総会 
普通株式  403 利益剰余金  15 平成22年１月31日 平成22年４月28日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  

   （平成21年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 3,088百万円

現金及び現金同等物 3,088  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

   （平成22年１月31日現在） 

現金及び預金勘定 11,835百万円

現金及び現金同等物 11,835  
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 
所有権移転外ファイナンス・リース 

 ①リース資産の内容 
・有形固定資産 

主として不動産分譲事業における情報システム機器
（工具、器具及び備品）及び本社における車両（車両

運搬具）であります。 

・無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

  ②リース資産の減価償却の方法 
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却
資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成21年１月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却累 
計額相当額 

期末残高
相当額 

  百万円 百万円 百万円

工具、器具及び備品  14  3  11

車両運搬具  22  13  8

ソフトウエア  31  13  17

合 計  68  30  37

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却累 
計額相当額 

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円

工具、器具及び備品  14  6  8

車両運搬具  15  11  3

ソフトウエア  31  20  11

合 計  61  38  23

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

(注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

  
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 14百万円

１年超 23  

合計 37百万円

１年内 11百万円

１年超 11  

合計 23百万円

(注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

  
(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13百万円

支払リース料 14百万円

減価償却費相当額 14百万円

  
(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 

同左 

２．        ――――――― ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 

  未経過リース料（解約不能なもの） 

  １年内 112百万円

１年超 149  

合計 262百万円
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１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

（有価証券関係）

  種類 

前連結会計年度
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度
（平成22年１月31日） 

取得原価
（百万円）

連結貸借対
照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式  5  6  0  58  316  257

(2）債券             

①国債・地方債等  －  －  －  －  －  －

②社債  －  －  －  －  －  －

③その他  －  －  －  －  －  －

(3）その他  －  －  －  －  －  －

  小計  5  6  0  58  316  257

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式   56  56  －  5  3  △1

(2）債券             

①国債・地方債等  －  －  －  －  －  －

②社債  －  －  －  －  －  －

③その他   －  －  －  －  －  －

(3）その他  －  －  －  －  －  －

  小計   56  56  －  5  3  △1

合計   62  62  0  64  320  255

種類 

前連結会計年度
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度
（平成22年１月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券     

非上場株式  167  151

合計  167  151

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

売却額（百万円） 
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

 337  37  －  －  －  －

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を行っておりませんので

該当事項はありません。 

同左 
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１．採用している退職給付制度の概要 

  当社グループは、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

（注）前連結会計年度において連結貸借対照表上、希望退職者に係る退職一時金36百万円は退職給付引当金から取崩し、

未払金（流動負債「その他」に含む）に計上しております。 

３．退職給付費用の内訳 

（注）前連結会計年度において上記退職給付費用以外に希望退職者への特別退職金158百万円を、特別損失として計上し

ております。 

４．退職給付債務の計算基礎 

  

前連結会計年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

該当事項はありません。 

（退職給付関係）

  前連結会計年度
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度
（平成22年１月31日） 

(1）退職給付債務 

(2）年金資産 

(3）未積立退職給付債務（1）+（2） 

(4）会計基準変更時差異の未処理額 

(5）未認識数理計算上の差異 

(6）未認識過去勤務債務 

(7）連結貸借対照表計上額純額 

（3）+（4）+（5）+（6） 

(8）前払年金費用 

(9）退職給付引当金（7）-（8） 

△748百万円

246  

△502  

－  

△150  

－  

△652  

－  

△652（注）

△558百万円

198  

△359  

－  

△377  

－  

△737  

－  

△737   

  前連結会計年度
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度
（平成22年１月31日） 

退職給付費用 125百万円 109百万円

(1) 勤務費用  119  110

(2) 利息費用  14  14

(3) 期待運用収益  △5  △4

(4) 数理計算上の差異の費用処理額  △4  △11

  前連結会計年度
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度
（平成22年１月31日） 

(1) 割引率（％）  2.0 同左 

(2) 期待運用収益率（％）  2.0 同左 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(4) 数理計算上の差異の処理年数（年）  7 同左 

  （発生時の従業員の平均残存勤務期

間内の一定の年数による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。） 

  

（ストック・オプション等関係）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

(1）流動資産   

繰延税金資産     

未払事業税否認 7百万円

原価算入調整額 39  

賞与引当金繰入超過額 8  

販売用不動産評価損 2,705  

特別退職金 79  

未払固定資産税 16  

その他 33  

繰延税金資産小計 2,890  

評価性引当額 △2,885  

繰延税金資産合計 4  

繰延税金資産の純額 4  

繰延税金資産（流動）     

たな卸資産評価損 1,465百万円

原価算入調整額 28  

未払事業税 8  

未払固定資産税 12  

賞与引当金 7  

繰越欠損金 882  

その他 22  

小計 2,426  

評価性引当額 △1,039  

合計 1,386  

繰延税金負債（流動）   

その他 △2  

合計 △2  

繰延税金資産（流動）の純額 1,384  

(2）固定資産   

繰延税金資産     

繰越欠損金 2,611百万円

退職給付引当金繰入超過額 251  

役員退職慰労引当金 174  

貸倒引当金繰入超過額 10  

減価償却費等超過額 10  

固定資産評価損否認 255  

その他有価証券評価損 67  

保証工事引当金 198  

その他 49  

繰延税金資産小計 3,628  

評価性引当額 △3,575  

繰延税金資産合計 53  

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △0  

繰延税金負債合計 △0  

繰延税金資産の純額 53  

  

繰延税金資産（固定）     

減価償却費 95百万円

減損損失 284  

投資有価証券評価損 73  

貸倒引当金 10  

退職給付引当金 299  

役員退職慰労引当金 39  

保証工事引当金 188  

繰越欠損金 2,220  

その他 45  

小計 3,256  

評価性引当額 △3,114  

合計 142  

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 △39  

その他有価証券評価差額金 △37  

合計 △76  

繰延税金資産（固定）の純額 65  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に生じた差異 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に生じた差異 

税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を

省略しております。 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

住民税均等割 1.0  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
1.0

  

連結子会社の清算に伴う影響  2.5  

評価性引当額 △116.3  

その他 1.0  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△70.1
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前連結会計年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

前連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地、中高層住宅、中古再生住宅の販売 

不動産賃貸事業：不動産賃貸 

その他事業  ：注文住宅等の建築、不動産売買仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,108百万円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、5,808百万円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

５．会計方針の変更 

（保証工事引当金） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社グループが販売を行っ

た物件に対し一定期間無償にて修理等を行う保証工事費用について、当連結会計年度より、過去の実績を

基礎として算出した見積額を販売時点の売上原価に計上する方法に変更し、保証工事引当金を計上してお

ります。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、不動産分譲事業において営業費用及び営業損失が53百

万円減少しております。 

６．従来、事業の種類別セグメント情報について、全セグメントの売上高の合計、営業利益及びセグメントの

資産の金額の合計額に占める不動産分譲事業の割合が、いずれも90％を超えていたため、記載を省略して

おりましたが、当連結会計年度において不動産賃貸事業の重要性が増したため、当連結会計年度より開示

しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
不動産分譲事業 

(百万円)
不動産賃貸事業

(百万円)
その他事業

(百万円)
計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ．売上高及び営業利益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売上

高 
 96,253 477 2,664 99,395  － 99,395

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 － － 850 850  △850 －

計  96,253 477 3,515 100,246  △850 99,395

営業費用  97,525 299 3,448 101,272  258 101,530

営業利益又は営業損失

(△) 
 △1,271 178 66 △1,026  △1,108 △2,134

Ⅱ．資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
            

資産  56,246 8,537 891 65,675  5,808 71,483

減価償却費  50 209 25 285  42 327

減損損失  141 390 3 535  － 535

資本的支出  70 30 1 102  80 183

2010/04/30 9:12:3709621815_有価証券報告書_20100430091157

- 54 -



当連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

当連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 

２．各事業区分の主な内容 

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地、中高層住宅、中古再生住宅の販売 

建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事 

不動産賃貸事業：不動産の賃貸 

その他事業  ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は637百万円であり、その主なもの

は、当社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、14,704百万円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）及び管理部門に係る資産であります。 

５．会計方針の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を当連結会計年度から適用

し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しておりま

す。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の不動産分譲事業における営業利益が

863百万円減少しております。 

６．事業区分の変更 

従来、建築請負事業は「その他事業」に含めておりましたが、当該事業区分の重要性が増したため、当連

結会計年度より「建築請負事業」として区分掲記しております。この変更により、従来の方法によった場

合に比べ、当連結会計年度のその他事業における営業利益が380百万円減少しております。なお、前連結

会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおり

であります。 

  

  
不動産分譲事業 

(百万円)
建築請負事業

(百万円)
不動産賃貸事業

(百万円)
その他事業

(百万円)
計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
 76,879 3,286 417 192  80,775  － 80,775

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 － － － －  －  － －

計  76,879 3,286 417 192  80,775  － 80,775

営業費用  73,764 2,905 411 21  77,103  637 77,740

営業利益又は営業損

失（△） 
 3,115 380 6 170  3,671  △637 3,034

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 
              

資産  35,567 1,172 9,167 15  45,922  14,704 60,627

減価償却費  36 24 200 0  262  49 312

減損損失  － － 2 －  2  118 121

資本的支出  4 7 1 －  13  280 294
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前連結会計年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。 

  
不動産分譲事業 

(百万円)
建築請負事業

(百万円)
不動産賃貸事業

(百万円)
その他事業

(百万円)
計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1)外部顧客に対する売

上高 
 96,253 2,425 477 239  99,395  － 99,395

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 － 850 － －  850  △850 －

計  96,253 3,275 477 239  100,246  △850 99,395

営業費用  97,525 3,410 299 37  101,272  258 101,530

営業利益又は営業損

失（△） 
 △1,271 △134 178 201  △1,026  △1,108 △2,134

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 
              

資産  56,246 881 8,537 9  65,675  5,808 71,483

減価償却費  50 24 209 0  285  42 327

減損損失  141 3 390 0  535  － 535

資本的支出  70 1 30 －  102  80 183

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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前連結会計年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

該当事項はありません。 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（平成18年10月17日 企業会計基準委員会 企業会

計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（平成18年10月17日 企業会計基準委員会 

企業会計基準第13号）を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。  

  

（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

【関連当事者情報】

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

１株当たり純資産      882円81銭 1,016円23銭 

１株当たり当期純利益又は当期純損失

(△) 
 △510円67銭 125円32銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純

損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日) 

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失

(△) 
    

当期純利益又は当期純損失(△) 

            （百万円） 
 △13,749  3,374

普通株主に帰属しない金額（百万円）  － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株

式に係る当期純損失(△) （百万円） 
 △13,749  3,374

期中平均株式数     （千株）  26,923  26,923

（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

該当事項はありません。 同左 
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該当事項はありません。 

（注）１．平均利率については、期中平均借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額は以下のとおりであります。 

当連結会計年度における四半期情報 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  32,206  21,550  2.9 － 

１年以内に返済予定の長期借入金  3,166  343  2.3 － 

１年以内に返済予定のリース債務  －  5  － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  2,438  1,808  2.3 平成23年～平成34年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  19  － 平成23年～平成26年 

その他有利子負債  －  －  － － 

合計  37,811  23,727  － － 

  
１年超２年以内
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内
（百万円） 

長期借入金  343  343  331  127

リース債務  5  5  4  2

（２）【その他】

  

  

第１四半期 

(自 平成21年２月１日 

 至 平成21年４月30日)

第２四半期 

(自 平成21年５月１日 

  至 平成21年７月31日)

第３四半期 

(自 平成21月８月１日 

 至 平成21月10月31日) 

第４四半期 

(自 平成21月11月１日 

 至 平成22月１月31日)

売上高    （百万円） 25,826 21,521  13,601 19,826

税金等調整前四半

期純利益又は税金

等調整前四半期純

損失（△） 

（百万円） △547 430  629 1,470

四半期純利益又は

四半期純損失

（△）  

（百万円）  △552 421  623 2,881

１株当たり四半期

純利益又は１株当

たり四半期純損失

（△） 

（円） △20.52 15.66  23.16 125.32
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年１月31日) 

当事業年度 
(平成22年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,793 11,476

販売用不動産 ※1  30,600 ※1，※5  4,956

原材料 3 －

仕掛販売用不動産 ※1  19,733 ※1  23,067

未成工事支出金 1,684 2,251

貯蔵品 28 －

原材料及び貯蔵品 － 28

前渡金 198 461

前払費用 94 72

繰延税金資産 － 1,383

その他 87 69

流動資産合計 55,223 43,766

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1  5,194 ※1，※5  5,342

減価償却累計額 △1,066 △1,176

建物（純額） 4,127 4,165

構築物 ※1  30 ※1  30

減価償却累計額 △18 △19

構築物（純額） 12 10

機械及び装置 ※1  29 ※1  30

減価償却累計額 △23 △24

機械及び装置（純額） 6 6

車両運搬具 15 15

減価償却累計額 △11 △12

車両運搬具（純額） 4 2

工具、器具及び備品 374 358

減価償却累計額 △282 △289

工具、器具及び備品（純額） 92 68

土地 ※1  10,040 ※1，※5  10,459

その他 － 22

減価償却累計額 － △0

その他（純額） － 21

有形固定資産合計 14,283 14,735

無形固定資産   

ソフトウエア 52 258

ソフトウエア仮勘定 39 －

電話加入権 15 15

その他 0 3

無形固定資産合計 107 277
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年１月31日) 

当事業年度 
(平成22年１月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  230 ※1  472

関係会社株式 50 50

出資金 5 5

関係会社出資金 102 102

固定化債権 ※2，※6  1,252 ※2  1

長期前払費用 5 3

差入敷金保証金 ※1  116 97

繰延税金資産 － 6

その他 311 135

貸倒引当金 ※6  △1,244 △24

投資その他の資産合計 828 848

固定資産合計 15,219 15,861

資産合計 70,443 59,628

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,119 3,368

営業未払金 2,103 3,021

短期借入金 ※1，※7  32,206 ※1  21,550

1年内返済予定の長期借入金 ※1  3,123 ※1  300

未払金 750 361

未払費用 105 112

未払法人税等 19 39

前受金 300 548

預り金 61 92

賞与引当金 16 21

その他 ※1  448 227

流動負債合計 43,254 29,644

固定負債   

長期借入金 ※1  2,175 ※1  1,588

繰延税金負債 0 －

退職給付引当金 564 672

役員退職慰労引当金 405 70

保証工事引当金 487 462

長期預り金 82 64

その他 － 19

固定負債合計 3,715 2,878

負債合計 46,969 32,523
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年１月31日) 

当事業年度 
(平成22年１月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,809 7,809

資本剰余金   

資本準備金 8,101 8,101

資本剰余金合計 8,101 8,101

利益剰余金   

利益準備金 179 179

その他利益剰余金   

特別償却準備金 － 56

別途積立金 6,500 6,500

繰越利益剰余金 924 4,281

利益剰余金合計 7,603 11,017

自己株式 △40 △40

株主資本合計 23,473 26,886

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 0 218

評価・換算差額等合計 0 218

純資産合計 23,474 27,105

負債純資産合計 70,443 59,628
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

売上高   

不動産販売高 92,912 76,879

請負工事収入 1,506 1,738

賃貸収入 453 423

その他 213 177

売上高合計 95,085 79,218

売上原価   

不動産販売原価 87,288 67,885

請負工事原価 1,288 1,184

賃貸原価 204 181

その他 0 3

売上原価合計 88,781 ※1  69,254

売上総利益 6,303 9,963

販売費及び一般管理費   

支払手数料 1,582 1,452

広告宣伝費 1,581 1,042

役員報酬 125 105

従業員給料及び手当 1,981 1,657

賞与 126 237

賞与引当金繰入額 12 16

退職給付費用 73 82

役員退職慰労引当金繰入額 38 7

法定福利費 258 253

福利厚生費 76 58

通信交通費 161 112

減価償却費 147 158

賃借料 279 202

租税公課 568 438

交際費 60 49

保険料 48 50

消耗品費 55 20

その他 1,096 950

販売費及び一般管理費合計 8,275 6,896

営業利益又は営業損失（△） △1,972 3,067
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 

 至 平成22年１月31日) 

営業外収益   

受取利息 ※2  14 0

受取配当金 11 3

受取保険金 20 14

受取家賃 4 4

保険返戻金 10 22

補助金収入 － 21

消費税差額 － 8

還付消費税等 11 －

その他 ※2  11 11

営業外収益合計 84 87

営業外費用   

支払利息 1,147 759

融資手数料 208 164

その他 97 54

営業外費用合計 1,453 978

経常利益又は経常損失（△） △3,341 2,175

特別利益   

固定資産売却益 ※3  30 ※3  2

投資有価証券売却益 37 －

特別利益合計 67 2

特別損失   

販売用不動産評価損 7,916 －

固定資産売却損 ※4  76 ※4  16

減損損失 ※5  535 ※5  121

投資有価証券評価損 165 15

会員権評価損 － 1

過年度保証工事引当金繰入額 541 －

特別退職金 ※6  158 －

過年度従業員給与手当等 ※7  64 －

関係会社整理損 ※8  637 ※8  16

特別損失合計 10,096 171

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △13,371 2,006

法人税、住民税及び事業税 35 20

法人税等調整額 877 △1,426

法人税等合計 913 △1,406

当期純利益又は当期純損失（△） △14,284 3,413
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（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。 

  

（注）原価計算の方法は個別実際原価計算によっております。 

  

  

【不動産販売原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 土地購入費    58,689  67.2  46,300  68.2

Ⅱ 材料費    9,325  10.7  6,234  9.2

Ⅲ 労務費    1,047  1.2  452  0.7

Ⅳ 外注費    17,973  20.6  13,525  19.9

Ⅴ 経費    253  0.3  508  0.7

Ⅵ たな卸資産評価損   － －  863  1.3

計    87,288  100.0  67,885  100.0

            

【請負工事原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費    431  33.5  415  35.1

Ⅱ 労務費    33  2.6  27  2.3

Ⅲ 外注費    815  63.3  719  60.8

Ⅳ 経費    7  0.6  21  1.8

計    1,288  100.0  1,184  100.0

            

【賃貸原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 減価償却費    113  55.4  104  57.9

Ⅱ その他経費    91  44.6  76  42.1

計    204  100.0  181  100.0

            

【その他売上原価明細書】

    
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

部材費等    0  100.0  3  100.0

計    0  100.0  3  100.0

            

2010/04/30 9:12:3709621815_有価証券報告書_20100430091157

- 64 -



③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 

 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 

 至 平成22年１月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,809 7,809

当期末残高 7,809 7,809

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 8,101 8,101

当期末残高 8,101 8,101

資本剰余金合計   

前期末残高 8,101 8,101

当期末残高 8,101 8,101

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 179 179

当期末残高 179 179

その他利益剰余金   

特別償却準備金   

前期末残高 0 －

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － 56

特別償却準備金の取崩 △0 －

当期変動額合計 △0 56

当期末残高 － 56

別途積立金   

前期末残高 6,500 6,500

当期末残高 6,500 6,500

繰越利益剰余金   

前期末残高 15,748 924

当期変動額   

特別償却準備金の積立 － △56

特別償却準備金の取崩 0 －

剰余金の配当 △538 －

当期純利益又は当期純損失（△） △14,284 3,413

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △14,823 3,356

当期末残高 924 4,281

利益剰余金合計   

前期末残高 22,427 7,603

当期変動額   

剰余金の配当 △538 －

当期純利益又は当期純損失（△） △14,284 3,413

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △14,823 3,413

当期末残高 7,603 11,017
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 

 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 

 至 平成22年１月31日) 

自己株式   

前期末残高 △40 △40

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 △40 △40

株主資本合計   

前期末残高 38,296 23,473

当期変動額   

剰余金の配当 △538 －

当期純利益又は当期純損失（△） △14,284 3,413

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △14,822 3,412

当期末残高 23,473 26,886

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △46 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46 218

当期変動額合計 46 218

当期末残高 0 218

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △46 0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46 218

当期変動額合計 46 218

当期末残高 0 218

純資産合計   

前期末残高 38,250 23,474

当期変動額   

剰余金の配当 △538 －

当期純利益又は当期純損失（△） △14,284 3,413

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 46 218

当期変動額合計 △14,775 3,630

当期末残高 23,474 27,105
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

当社は、当事業年度において、不動産業界の取り巻く

環境の悪化から滞留在庫が増加しており、当中間会計期

間末より事業の再構築に向け、業績の改善を図る為、①
エリア戦略、②販売政策、③価格政策、④仕入政策の施

策を進めてまいりました。しかしながら、下半期におき

まして在庫を一新する為、長期化している物件の大幅な

価格調整をしながら販売を推し進めたことにより、営業
損失1,972百万円、経常損失3,341百万円を計上し、ま

た、収益性の低いたな卸資産の評価の見直しによる販売

用不動産評価損7,916百万円、固定資産の減損損失535百

万円、希望退職制度の実施を行った事による特別退職金
158百万円等の特別損失を計上したことにより、当期純

損失14,284百万円を計上いたしました。 

また、当社は当中間会計期間末時点でコミットメント

ライン契約等において財務制限条項に抵触しておりまし
た。これらの借入金については、期末までに当該借入金

の返済及び借換を行い、当事業年度末時点で抵触してい

る借入金残高は542百万円までに減少しております。し

かしながら、数ヶ月ごとに借換の手続きを行う必要があ
る借入金残高約27,355百万円につきましては、当該借換

手続きについて主要取引金融機関の内諾をいただいてい

るものの、当社の、下記(1)(2)の諸政策の進展次第によ

っては、主要取引金融機関との契約上の返済期日に応じ
て返済を要請される場合があり、その返済が困難となる

可能性があります。 

また、新たに調達したシンジケートローン等の借入契

約についても、当社の諸政策の進展次第では、新たに財
務制限条項に抵触する可能性があり、これにより借入金

の返済や新たな資金調達が困難となる可能性がありま

す。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義
が存在しております。 

  

当事業年度の当該状況におきましては、当中間会計期

間末に掲げた下記(1)の経営改善策を通じ、適正な在庫
水準の維持と在庫回転期間の短縮を進めております。 

更に下記(2)の経営合理化策を講じることにより、コ

スト削減を推進し利益体質に向けて変革を図ります。 

  

――――――― 

(1)既に実行している経営改善策 

①エリア戦略 

都心近郊部エリア主体の展開に回帰し、同エリアでの

販売数量回復を図ってまいります。 

  

  

  

②販売政策 

中長期在庫に関して早期資金化及び圧縮を進め、従前

は売上高及び物件利益を中心としていた指標に在庫回

転期間の短縮を促す指標を追加設定し、新規物件にお
いても抜本的な回転期間の短縮化を実現いたします。

  

  

③価格政策 

市場動向に合わせたスピーディーな価格調整を柔軟に

行うことで早期の販売実現を促します。 

  

  

④仕入政策 

用地選定のより一層の厳格化を図り、長期開発の必要

が低い物件へ注力し、小ロット区画を中心とした用地

開発及び取得を行ってまいります。 
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前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

(2)経営合理化策 
①拠点の統廃合 

平成21年1月26日付にて営業所６拠点を廃止し、営業

資源の集約による営業効率の向上と管理業務の効率

化、経費圧縮を図ってまいります。 

  
  

  

②生産本部組織変更 

事業環境の変化並びに市場特性に鑑み、エリア毎に企

画設計・施工・造成を一元管理する建設部を設置する

ことで、連携の強化、工期の短縮化に努め、生産性の
向上を図ります。また、商品管理部及び生産管理部に

おいて購買及び品質管理の専門部署として一括管理す

ることで生産管理体制の業務効率の強化を図ってまい

ります。 

  

  

③希望退職制度の実施 

当事業年度において希望退職制度の実施により再就職

支援サービスの提供及び割増退職金の支出が発生して

おりますが、これにより将来に向けた人的資源の効率
化と固定費の削減が期待されます。 

  

  

④子会社解散及び特別清算 

当社グループ体制において、100％子会社であるブル

ーミング・ガーデン住宅販売株式会社を平成21年１月
30日付で解散し、経営資源を戸建住宅分譲事業に集中

させます。これにより、経営資源の最適な活用とコス

ト削減を実行します。 

  

  

  

上記の諸施策を実施することにより、財政状態の健全

化及び経営成績の改善を図り、今後の新たな資金調達及

び返済についても、主要な金融機関より、今後も従来ど

おり継続して支援するとのご理解を示していただいてお
ります。 

当社は、これらの諸政策によって継続企業の前提に関

する重要な疑義の解消が図れるものと考えております。

  
個別財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を個別財務諸表には反

映しておりません。 
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

・時価のあるもの 

(2）その他有価証券 

・時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により
算定） 

同左 

  ・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

  

  

 原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）に
より評価しております。 

  (1）販売用不動産、仕掛販売用不動産及び
未成工事支出金 

個別法による原価法 

(1）販売用不動産、仕掛販売用不動産及び
未成工事支出金 

個別法 

  (2）原材料 

総平均法による原価法 

(2）原材料 

総平均法 

  (3）貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

最終仕入原価法 

３．固定資産の減価償却の方
法 

(1）有形固定資産 

定率法 

但し、平成10年４月１日以降に取
得した建物（附属設備を除く）につ
いては、定額法を採用しておりま
す。 

なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 

建物  ３～50年 

(1）有形固定資産（リース資産除く） 

同左 

   (追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平成19年３
月31日以前に取得した有形固定資産に
ついては、改正前の法人税法に基づく
減価償却の方法により取得価額の５％
に到達した事業年度の翌事業年度より
取得価額の５％相当額と備忘価額との
差額を５年間に渡り均等償却し、減価
償却費に含めて計上しております。こ
れによる損益に与える影響は軽微であ
ります。  

――――――― 

  (2）無形固定資産 

定額法 

但し、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によって
おります。 

(2）無形固定資産（リース資産除く） 

同左 

  （3）    ――――――― (3）リース資産 

リース資産の償却方法は、所有権移
転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産はリース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用
しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・
リース取引のうち、リース取引開始日
が平成21年１月31日以前のリース取引
については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

  (4）長期前払費用 

定額法 

(4）長期前払費用 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支
給見込額のうち当事業年度に負担すべ
き額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき当事業年度
において発生していると認められる額
を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（７年）の定額法により、翌事
業年度から費用処理することとしてお
ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

  (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、役員退職慰労金規程に基づく期末
要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

  (5）保証工事引当金 

保証工事に係る費用に備えるため、
過去の実績を基礎として見積算出額を
計上しております。 

(5）保証工事引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 

――――――― 

６．その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

消費税等の会計処理 

①税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

②控除対象外消費税等のうち、固定資産
に係るものは、投資その他の資産に計
上し、５年間で均等償却を行ってお
り、それ以外は発生事業年度の期間費
用としております。 
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【会計処理方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

 (保証工事引当金) 

当社が販売を行った物件に対し、一定期間無償にて修

理等を行う保証工事費用について、従来は、実際に修理
等を行った時点の販売費及び一般管理費として処理して

おりましたが、当事業年度より、過去の実績を基礎とし

て算出した見積額を販売時点の売上原価に計上する方法

に変更し、保証工事引当金を計上しております。 

当該変更は、品質保証課の発足により修理費用等の分

析を実施し、将来の修理費用等を合理的に見積もる体制
が整備されたことから、費用収益の対応を図り適正な期

間損益を計算するために、実施いたしました。 

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、売

上総利益が51百万円減少、営業損失が53百万円減少、経

常損失が53百万円減少し、過年度分を過年度保証工事引

当金繰入額として特別損失に541百万円計上した結果、
税引前当期純損失は487百万円増加しております。 

――――――― 

――――――― （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を当
事業年度から適用し、評価基準については、原価法から

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更

しております。 

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当事業

年度の売上総利益、営業利益及び経常利益が863百万円

減少、税引前当期純利益が４百万円減少しております。

――――――― （リース取引に関する会計基準の適用） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企
業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

なお、リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

また、この変更が当事業年度の損益へ与える影響は軽

微であります。 

【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

―――――――  （貸借対照表関係） 

「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成
20年８月７日内閣府令第50号）」が適用となることに伴

い、前事業年度において、「原材料」「貯蔵品」として

区分掲記されていたものは、当事業年度から「原材料及

び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当事業
年度の「原材料及び貯蔵品」に含まれる「原材料」「貯

蔵品」は、それぞれ３百万円、24百万円であります。 
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年１月31日） 

当事業年度 
（平成22年１月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 
  

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。 

  

担保に供している資産     

販売用不動産 22,902百万円

仕掛販売用不動産 17,565  

建物 4,077  

構築物 11  

機械及び装置 6  

土地 10,039  

投資有価証券 62  

差入敷金保証金 23  

計 54,687百万円

担保に供している資産     

販売用不動産 2,221百万円

仕掛販売用不動産 20,259  

建物 4,124  

構築物 9  

機械及び装置 6  

土地 10,458  

投資有価証券 316  

計 37,396百万円

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が2,149百万円と、販売用不動産（土地）

及び仕掛販売用不動産（土地）が2,694百万円ありま

す。 
  

上記のほか、担保権の設定が留保されている販売用不

動産（建物）が1,152百万円あります。 

  

上記に対応する債務     

短期借入金 31,265百万円

１年内返済予定の長期借入金 3,039  

長期借入金 1,888  

前受金 2  

計 36,194百万円

上記に対応する債務     

短期借入金 21,550百万円

１年内返済予定の長期借入金 300  

長期借入金 1,588  

計 23,438百万円

※２．固定化債権は、破産債権、再生債権、更生債権その

他これらに準ずる債権であります。 
   

※２．固定化債権は、破産債権、再生債権、更生債権その

他これらに準ずる債権であります。 

３．借入金に関し、コミットメントライン契約3,000百

万円及び当座貸越契約1,400百万円を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 
  

  

コミットメントライン 3,000百万円

当座貸越 1,400  

借入実行残高 756  

借入未実行残高 3,644百万円

３．借入金に関し、コミットメント契約9,489百万円及

び当座貸越契約2,600百万円を締結しております。こ

れらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 
  

コミットメント 9,489百万円

当座貸越 2,600  

借入実行残高 8,064  

借入未実行残高 4,025百万円

４．偶発債務 

債務保証 

当社顧客の住宅ローン利用者に対し３百万円の債務

保証を行っております。 

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。 
  

４．偶発債務 

債務保証 

当社顧客の住宅ローン利用者に対し２百万円の債務

保証を行っております。 

この債務保証は、住宅ローン利用者の金融機関に対

する借入金の連帯保証債務であります。 

 ５．       ―――――――  ※５．販売用不動産の保有目的の変更 

販売用不動産を、保有目的の変更により、有形固定

資産（建物361百万円、土地801百万円）に振り替えま

した。 

※６．関係会社に対する資産・負債  

区分掲記されたもの以外で各科目に含められている

ものは、次のとおりであります。 

  

固定化債権 1,250百万円

貸倒引当金 1,220百万円

 ６．       ――――――― 
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前事業年度 
（平成21年１月31日） 

当事業年度 
（平成22年１月31日） 

※７．財務制限条項 

当社の借入金のうち1,073百万円には財務制限条項

が付されており、その内容は次のとおりであります。
  

 ７．       ――――――― 

(1) 当事業年度末において財務制限条項に抵触している
借入金は542百万円であり、その内容は以下のとおり

であります。なお、当該状況については「継続企業の

前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載し

ております。 
当座貸越契約（締結日平成20年６月20日、残高542百

万円の契約） 

連結会計年度及び事業年度における連結損益計算書

及び損益計算書において記載される営業損益を1,214
百万円以上に維持すること。 

なお、当該財務制限条項に抵触しておりますが、金

融機関より期限の利益を喪失しない旨の同意を得てお

り、財務制限条項の抵触を理由に期限の利益を喪失す
ることはありません。 
  

  

(2) 当事業年度末において、以下の財務制限条項が付さ

れている借入金が531百万円あります。これらは、当

事業年度末において財務制限条項に抵触しておりませ
ん。 

  

  

①限度貸付契約(締結日平成20年12月30日、残高320百

万円の契約) 

(i) 当連結会計年度及び当事業年度以降の連結会計
年度末、事業年度末、第２四半期連結会計期間末

及び第２四半期会計期間末につき、連結貸借対照

表及び貸借対照表の純資産の部の金額を平成20年

７月中間会計期間末日における連結貸借対照表及
び貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維

持すること。 

  

  

(ⅱ)平成22年１月の連結会計年度及び事業年度にお

いて連結損益計算書及び損益計算書上の営業損益
につき、損失を計上しないこと。 

  

なお、当該財務制限条項に抵触した場合には多数貸

付人の請求の通知に基づくエージェントの借入人に対

する通知により、契約上全ての債務について期限の利
益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息及び精算金等

を支払うこととなっております。 
  

  

②当座貸越契約(締結日平成20年12月26日、残高211百

万円の契約) 
(i) 当連結会計年度及び当事業年度以降の連結会計

年度末、事業年度末、第２四半期連結会計期間末

及び第２四半期会計期間末につき、連結貸借対照

表及び貸借対照表の純資産の部の金額を平成20年
７月中間会計期間末日における連結貸借対照表及

び貸借対照表の純資産の部の金額の70％以上に維

持すること。 

  

  

(ⅱ)平成22年１月の連結会計年度及び事業年度にお
いて連結損益計算書及び損益計算書上の営業損益

につき、損失を計上しないこと。 

  

なお、当該財務制限条項に抵触した場合には、貸付

人の請求に基づく通知により、契約上全ての債務につ
いて期限の利益を失い、直ちに貸付の元本並びに利息

及び精算金等を支払うこととなっております。 
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

 １．       ――――――― 

  

  

  
  

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。 

863百万円 

※２．関係会社との取引に係るもの 

関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。 

営業外収益 

  

受取利息 11百万円

その他 0百万円

 ２．       ――――――― 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 16百万円

建物 13  

計 30百万円

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

土地 1百万円

建物 0  

計 2百万円

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 40百万円

建物 36  

工具、器具及び備品 0  

計 76百万円

※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 6百万円

建物 10  

計 16百万円

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上しております。 
  

※５．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上しております。 

  
当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の

区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、

営業所を基本単位としてグルーピングしております。

当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った

結果、賃貸資産については、使用範囲又は方法につい

ての変化による回収可能価額の低下により、事業用資

産については、地価の下落、経営環境の悪化及び使用

範囲又は方法についての変化により、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。 

回収可能価額については、正味売却価額により測定

しており、売却見込額等又は不動産鑑定評価基準に基

づく評価額によっております。 

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産 関東 

土地 百万円233

建物 百万円157

計 百万円390

事業用資産 関東 

土地 百万円131

建物 百万円13

その他 百万円0

計 百万円145   
  
当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、不動産賃貸事業については物件又は管理会計上の

区分を、不動産賃貸事業以外の事業については支店、

営業所を基本単位としてグルーピングしております。

また、遊休資産については個々の物件単位でグルーピ

ングしております。 

当該グルーピングに基づき減損損失の判定を行った

結果、賃貸資産については、使用範囲又は方法につい

ての変化による回収可能価額の低下により、遊休資産

については、地価の下落及び使用範囲又は方法につい

ての変化により、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

回収可能価額については、正味売却価額により測定

しており、売却見込額又は不動産鑑定評価基準に基づ

く評価額によっております。 
  

用途 場所 種類 減損損失 

賃貸資産

東京都
武蔵野市
群馬県 
伊勢崎市

土地 百万円1

建物 百万円0

計 百万円2

遊休資産
東京都
清瀬市 

土地 百万円96

建物 百万円22

計 百万円118
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前事業年度（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加464株は単元未満株式の買取りによる増加、減少164株は単元未満株式の買増し

による減少であります。 

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

当事業年度（自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式数の増加440株は単元未満株式の買取りによる増加、減少70株は単元未満株式の買増しに

よる減少であります。 

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式の560株は含まれておりません。 

  

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

※６．特別退職金 

希望退職者への特別退職金及び再就職支援に係る費

用であります。 

  

 ６．       ――――――― 

※７．過年度従業員給与手当等 

従業員に対する過年度における時間外労働等手当の

支払額等であります。 

  

 ７．       ――――――― 

※８．関係会社整理損 

関係会社整理損はブルーミング・ガーデン住宅販売

株式会社の解散及び特別清算に係るものであり、その

内訳は次のとおりであります。 

関係会社貸付金貸倒引当金繰

入額 
437百万円

関係会社株式評価損 200  

計 637百万円

※８．関係会社整理損 

関係会社整理損はブルーミング・ガーデン住宅販売

株式会社の解散及び特別清算に係るものであり、その

内訳は次のとおりであります。 

  

  

  

債権放棄による損失 16百万円

計 16百万円

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式（注）１，２  13,439  464  164  13,739

合計  13,439  464  164  13,739

  
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数 

（株）  
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式（注）１，２  13,739  440  70  14,109

合計  13,739  440  70  14,109
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（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース 

  ①リース資産の内容 

・有形固定資産 

主として不動産分譲事業における情報システム機器
（工具、器具及び備品）及び本社における車両（車両

運搬具）であります。 

・無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

  ②リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成21年１月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は次のとおりであります。 
  
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却累 
計額相当額 

期末残高
相当額 

  百万円 百万円 百万円

工具、器具及び備品  11  2  8

車両運搬具  15  10  5

ソフトウエア  31  13  17

合 計  58  26  32

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  取得価額 
相当額 

減価償却累 
計額相当額 

期末残高
相当額 

百万円 百万円 百万円

工具、器具及び備品  11  4  6

車両運搬具  15  11  3

ソフトウエア  31  20  11

合 計  58  36  21

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産等の期末残高に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 
  
(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 11百万円

１年超 20  

合計 32百万円

１年内 11百万円

１年超 10  

合計 21百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産等の期末残高に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。
  

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11百万円

支払リース料 13百万円

減価償却費相当額 13百万円

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

 
２．        ――――――― ２．オペレーティング・リース取引（貸主側） 

  未経過リース料（解約不能のもの） 

  １年内 112百万円

１年超 149  

合計 262百万円
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（有価証券関係）

前事業年度 
（平成21年１月31日） 

当事業年度 
（平成22年１月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  
同左 
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成21年１月31日） 

当事業年度 
（平成22年１月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

(1）流動資産   

繰延税金資産     

未払事業税否認 4百万円

原価算入調整額 39  

賞与引当金繰入超過額 6  

販売用不動産評価損 2,705  

特別退職金 79  

未払固定資産税 16  

その他 34  

繰延税金資産小計 2,886  

評価性引当額 △2,886  

繰延税金資産合計 －  

繰延税金資産の純額 －  

繰延税金資産（流動）     

たな卸資産評価損 1,465百万円

原価算入調整額 28  

未払事業税 8  

未払固定資産税 12  

賞与引当金 6  

繰越欠損金 882  

その他  22  

小計 2,424  

評価性引当額 △1,039  

合計 1,385  

繰延税金負債（流動）   

その他 △1  

合計 △1  

繰延税金資産（流動）の純額 1,383  

(2）固定資産   

繰延税金資産     

繰越欠損金 1,961百万円

退職給付引当金繰入超過額 229  

役員退職慰労引当金 164  

貸倒引当金繰入超過額 506  

減価償却費等超過額 10  

固定資産評価損否認 255  

関係会社株式評価損否認 102  

その他有価証券評価損 67  

保証工事引当金 198  

その他 26  

繰延税金資産小計 3,524  

評価性引当額 △3,524  

繰延税金資産合計 －  

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △0  

繰延税金負債合計 △0  

繰延税金資産の純額 △0  

  

繰延税金資産（固定）     

減価償却費 94百万円

減損損失 284  

投資有価証券評価損 73  

貸倒引当金 10  

退職給付引当金 271  

役員退職慰労引当金 28  

保証工事引当金 188  

繰越欠損金 2,220  

その他 24  

小計 3,196  

評価性引当額 △3,114  

合計 82  

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 △39  

その他有価証券評価差額金 △37  

合計 △76  

繰延税金資産（固定）の純額 6  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に生じた差異 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に生じた差異 

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略し

ております。 

法定実効税率 40.7％ 

（調整）    

住民税均等割 1.0  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
1.0

  

評価性引当額 △112.7  

その他 △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△70.1
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（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

１株当たり純資産 871円88銭 1,006円76銭 

１株当たり当期純利益又は当期純損失

(△) 
 △530円55銭 126円78銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、１株当たり当期純

損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前事業年度

（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

１株当たり当期純利益又は当期純損失

(△) 
           

当期純利益又は当期純損失(△) 

            （百万円） 
 △14,284  3,413

普通株主に帰属しない金額（百万円）  － － 

普通株式に係る当期純利益又は普通株

式に係る当期純損失(△) （百万円） 
 △14,284  3,413

期中平均株式数      （千株）  26,923  26,923

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成20年２月１日 
至 平成21年１月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年２月１日 
至 平成22年１月31日） 

該当事項はありません。 

  

同左 
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有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。 

  

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

建物  保有目的の変更による販売用不動産からの振替     361百万円 

土地  保有目的の変更による販売用不動産からの振替     801百万円 

３．当期減少額のうち、主なものは次のとおりであります。 

建物  賃貸用不動産売却                  151百万円 

土地  賃貸用不動産売却                  284百万円 

（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、債権の回収によるものであります。 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物  5,194  365  217

(23)

 5,342  1,176  167  4,165

構築物  30  －   0  30  19  1  10

機械及び装置  29  0  －  30  24  0  6

車両運搬具  15  －  －  15  12  1  2

工具、器具及び備品  374  22  38  358  289  40  68

土地  10,040  801  382

(97)

 10,459  －  －  10,459

その他   －  22 －  22  0  0  21

有形固定資産計  15,685  1,213  639

(121)

 16,259  1,523  212  14,735

無形固定資産               

ソフトウエア  235  271  －  506  247  64  258

ソフトウエア仮勘定  39  －  39  －  －  －  －

電話加入権  15  －  －  15  －  －  15

その他  5  3  －  9  5  0  3

無形固定資産計  295  274  39  531  253  64  277

 長期前払費用  16  －  0  15  12  1  3

【引当金明細表】

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

貸倒引当金  1,244  －  1,220  0  24

賞与引当金  16  21  16  －  21

役員退職慰労引当金  405  7  342  －  70

保証工事引当金  487  60  85  －  462
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① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）販売用不動産 

（注）１．販売用不動産のブロック別内訳は次のとおりであります。 

２．件数については、戸建住宅は戸数を表示しております。また、建築請負事業のその他建築請負工事の件数は

省略しております。 

   

（２）【主な資産及び負債の内容】

内訳 金額（百万円） 

現金  61

預金   

当座預金  512

普通預金  10,800

通知預金  100

別段預金  1

小計  11,415

合計  11,476

事業 内訳  件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

不動産分譲事業 戸建住宅   201  30,088.72  4,891

建築請負事業 

建築請負工事   7  －  65

その他建築請負工事 

（リフォーム等）  
 －  －  0

小計  7  －  65

合計   208  30,088.72  4,956

ブロック 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

東京 城西  28  3,625.97  830

東京 城南  2  204.71  77

東京 城東  10  862.88  300

小計  40  4,693.56  1,208

埼玉 東  27  3,846.20  564

埼玉 西  55  9,138.42  967

小計  82  12,984.62  1,532

神奈川 北  12  1,250.34  356

神奈川 南  37  5,721.78  782

小計  49  6,972.12  1,138

千葉  31  4,648.85  803

開発本部  6  789.57  273

合計  208  30,088.72  4,956
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 ３）仕掛販売用不動産 

（注）１．仕掛販売用不動産のブロック別内訳は次のとおりであります。 

２．件数については、戸建住宅及び中高層住宅（マンション）は戸数、土地は区画数を表示しております。 

  

事業  内訳 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

不動産分譲事業   

戸建住宅  1,423  174,860.25  14,234

土地  97  10,259.82  2,485

中高層住宅 

（マンション） 
 573  54,854.21  6,347

合計  2,093  239,974.28  23,067

ブロック 件数 土地面積（㎡） 金額（百万円）

東京 城西  285  34,023.25  3,902

東京 城南  152  14,955.34  2,504

東京 城東  120  10,940.90  1,179

小計  557  59,919.49  7,586

埼玉  東  207  27,393.81  1,381

埼玉 西  190  27,685.45  1,659

小計  397  55,079.26  3,040

神奈川 北  244  28,562.01  3,524

神奈川 南  174  22,573.15  1,340

小計  418  51,135.16  4,865

千葉  148  18,986.16  1,228

開発本部  573  54,854.21  6,347

合計  2,093  239,974.28  23,067
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４）未成工事支出金 

（注）未成工事支出金のブロック別内訳は次のとおりであります。 

（注）件数については、戸建住宅及び中高層住宅（マンション）は戸数を表示しております。 

  

５）原材料及び貯蔵品 

  

前期末残高（百万円） 当期支出額（百万円）
完成工事原価への振替額

（百万円） 
当期末残高（百万円）

 1,684  13,500  12,933  2,251

ブロック 件数 金額（百万円） 

東京 城西  118  238

東京 城南  33  88

東京 城東  49  101

小計  200  428

埼玉 東  87  242

埼玉 西  83  340

小計  170  583

神奈川 北  99  121

神奈川 南  58  162

小計  157  283

千葉  73  238

開発本部  592  716

合計  1,192  2,251

内訳 金額（百万円） 

留付金具等      3

販売促進用消耗品等  16

印紙  8

切手  0

合計  28

2010/04/30 9:12:3709621815_有価証券報告書_20100430091157

- 83 -



② 負債の部 

１）支払手形 

相手先別内訳 

 期日別内訳 

２）営業未払金 

３）短期借入金 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱ビーテック  383

㈱ジューテック  182

パナソニック電工リビング首都圏・関東㈱  147

住友林業㈱  130

ファーストウッド㈱  113

その他  2,410

合計  3,368

期日別 金額（百万円） 

平成22年２月  635

３月  854

４月  923

５月  955

合計  3,368

相手先 金額（百万円） 

㈱ビーテック  178

㈱伊藤住設  111

㈲明和開発企画  105

パナソニック電工リビング首都圏・関東㈱  83

㈱ジューテック  82

その他  2,459

合計  3,021

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行  13,289

㈱商工組合中央金庫  1,899

㈱横浜銀行  1,716

㈱三井住友銀行  1,541

㈱りそな銀行  539

その他  2,564

合計  21,550

（３）【その他】
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（注）当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、以下に掲げる権利以外の権利を行使

することができない旨定款に定めております。  

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利  

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利  

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利  

④単元未満株式の買増しを請求する権利  

  

第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ２月１日から１月３１日まで 

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月３１日 

剰余金の配当の基準日 ７月３１日 １月３１日 

１単元の株式の数 １００株 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

    

株主名簿管理人 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 －  

買取・買増手数料 無料 

買増請求の受付停止期間 当社基準日の10営業日前から基準日まで 

公告掲載方法 

電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。  

公告掲載ＵＲＬ  

http://www.pronexus.co.jp/koukoku/8875/8875.html  

http://www.touei.co.jp  

株主に対する特典 

毎年１月末日の株主名簿に記載された１単元（100株）以上保有の株主に対

し、100株以上保有は2,000円分、500株以上保有は3,000円分、1,000株以上

保有は5,000円分のＪＣＢギフトカードを贈呈いたします。 

2010/04/30 9:12:3709621815_有価証券報告書_20100430091157

- 85 -



当社は、親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類  

平成21年４月28日関東財務局長に提出 

事業年度（第58期）（自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日） 

(2）四半期報告書及び確認書 

平成21年６月12日関東財務局長に提出 

第59期第１四半期（自 平成21年２月１日 至 平成21年４月30日） 

  

平成21年９月11日関東財務局長に提出 

第59期第２四半期（自 平成21年５月１日 至 平成21年７月31日） 

  

平成21年12月11日関東財務局長に提出 

第59期第３四半期（自 平成21年８月１日 至 平成21年10月31日） 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書 

      平成21年４月10日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 齋藤 博道   印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 井村 順子   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東栄住宅の平成20年２月１日から平成21年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社東栄住宅及び連結子会社の平成21年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は重要な営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、また、

今後の経営計画の達成状況によっては借入金の返済及び新たな資金調達が困難となる可能性があり、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は保証工事引当金を計上する会

計処理方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成22年４月16日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 齋藤 博道   印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 井村 順子   印 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社東栄住宅の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社東栄住宅及び連結子会社の平成22年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社東栄住宅の平成22年
１月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を

作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社東栄住宅が平成22年１月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成21年４月10日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 齋藤 博道   印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 井村 順子   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東栄住宅の平成20年２月１日から平成21年１月31日までの第58期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

東栄住宅の平成21年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は重要な営業損失、経常損失、当期純損失を計上しており、また、

今後の経営計画の達成状況によっては借入金の返済及び新たな資金調達が困難となる可能性があり、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は保証工事引当金を計上する会計処理方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

      平成22年４月16日

株式会社東栄住宅       

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 齋藤 博道   印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 井村 順子   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社東栄住宅の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの第59期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

東栄住宅の平成22年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年４月28日 

【会社名】 株式会社東栄住宅 

【英訳名】 TOUEI HOUSING CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員  西野 弘 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都西東京市芝久保町四丁目26番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東栄住宅川越支店 

（埼玉県川越市新宿町四丁目４番地65） 

株式会社東栄住宅藤沢営業所 

（神奈川県藤沢市本町一丁目３番41号） 

株式会社東栄住宅松戸営業所 

（千葉県松戸市紙敷一丁目13番地の８） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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 代表取締役社長兼社長執行役員 西野弘は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、

企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及

び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に

係る内部統制を整備及び運用しております。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理

的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年１月31日を基準日として行われており、評価

にあたっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しております。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行

った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価におい

ては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当

該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要

性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的重要性を考慮

して決定しており、会社を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の

評価範囲を合理的に決定しました。なお、連結子会社１社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少である

と判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している１事業拠点を「重

要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売

上高及びたな卸資産に係る業務プロセスを評価の対象としました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、

それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定

科目に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しており

ます。 

  

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。 

  

 付記すべき事項はありません。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３【評価結果に関する事項】

４【付記事項】

５【特記事項】
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